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水資源開発基本計画における中間点検について

平成29年５月、国土審議会の答申※において、従来の需要主導型の「水資源開発の促進」からリスク管理型
の「水の安定供給」へ水資源開発基本計画（フルプラン）の抜本的な見直しについて提言。
吉野川水系フルプランについては、この答申に基づき、他の水系に先行し平成31年4月に全部変更（第４次
計画）を実施。
第４次計画において、PDCAサイクルの徹底として、水需給や各対策の進捗状況等について、「計画策定後
おおむね５年を目途に計画の点検を行う」ことが位置づけられた。

【現行ＦＰ本文より抜粋】
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※国土審議会答申 「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について」（平成２９年５月）
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現行計画の総括評価

次期計画の検討 （計画期間：おおむね10年）

（２）供給の目標

（１）需要の見通し 「社会情勢等の動向やその不確定要素」、「水供給の過程での不確定要素」を考慮し推計

（３）水需給バランスの点検

水供給に影響の大きいリスク、
当該地域の実情を踏まえ、目標を設定

中間点検

・水需給バランスの点検
・発生した水供給リスク

への対応状況の点検
・ハード対策とソフト対策

の一体的な推進状況の
点検

計画期間である
おおむね10年後を
目処に総括評価

水
資
源
開
発
基
本
計
画

全
部
変
更

おおむね
5年後を目処

速やかに
変更に着手

変更の必要なし

変更の必要あり

関連計画でリスク評価済み

渇水に対するリスクを分析・評価

（４）ハード・ソフト対策
ハード対策： 供給の目標を達成するため必要な施設整備、既存施設の必要な機能向上・更新等
ソフト対策： 「水供給の安全度を確保するための対策」、「危機時において必要な水を確保するための対策」

＜大規模自然災害＞ ＜施設の老朽化＞

【地震】地震防災計画、南海トラフ地
震防災対策推進基本計画、首都圏直下
型地震緊急対策推進基本計画 等

【老朽化】
インフラ長寿命化基本計画、
インフラ長寿命化計画（行動計画）
等

現行計画（平成16（2004）年6月策定、令和6（2024）年12月一部変
更）について、計画に記載された需要の見通し、供給の目標及び開
発予定水量とこれらに対する実績を把握するとともに、計画と実績が
乖離している場合には、その原因を分析し、計画を総括的に見直し
てその妥当性について評価することにより、次期計画策定の審議に
資するために行う。

水資源開発基本計画における中間点検の位置づけについて
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中間点検対象期間について

計 画 年 度

2028
（R10）

2027
（R9）

2026
（R8）

2025
（R7）

2024
（R6）

2023
（R5）

2022
（R4）

2021
（R3）

2020
（R2）

2019
（R1）

吉野川水系フルプラン
取水実績等の各種データ

公表時期

資料
整理

中間
点検

吉野川水系フルプランの中間点検について、対象期間を令和元（2019）～令和５（2023）年の５か年に設定。
５か年分の実績（水道用水、工業用水）の公表データ※等を整理・分析し、令和８年度に中間点検を実施する
ものである。

中間点検対象期間

吉
野
川
水
系

全
部
変
更
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※水道用水の実績データ（水道統計）：翌々年度の10月末公表
工業用水の実績データ（経済構造実態調査）：翌々年度の７月末公表



中間点検の点検項目について

１．水需給バランスの点検 ・・・【全部変更が必要となる項目】

計画の対象地域（フルプランエリア）の点検

需要実績（一日最大取水量）の点検

供給可能量（既往最大渇水の更新等）の点検

水需給バランス評価結果の点検

２．発生した水供給リスクへの対応状況の点検

計画期間に発生した渇水、大規模自然災害・施設の老朽化に
よる事故等への対応状況の点検

３．ハード対策とソフト対策の一体的な推進状況の点検
ハード対策（掲上事業）の進捗の点検

・・・【一部変更が必要となる項目】

水供給の安全度を高めるための対策の点検

危機時において必要な水を確保するための対策の点検

水源地域対策、教育普及等の点検

４．中間点検の全体評価

全体評価

計画の全部変更、一部変更等の実施の必要性

中間点検の点検項目として、フルプランでは、「水需給の見通しと実績との比較」、「点検時までに発生した渇
水等の水供給に影響を与えた事象を対象とした対策効果の確認」、「ハード対策・ソフト対策の進捗状況の確
認」が示されている。この項目について、以下の通り整理し、実施する。
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フルプラン記載事項

○水需給の見通しと実績との比較

○ハード対策・ソフト対策の進捗状況
の確認

○点検時までに発生した渇水等の水
供給に影響を与えた事象を対象とし
た対策効果の確認

中間整理点検項目



１．水需給バランスの点検
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１．（１）計画の対象地域（フルプランエリア）の点検

吉野川水系における水資源開発基本計画において対象とする地域（フルプランエリア）について、
供給エリアの追加等の変更は無かった。

吉野川水系における水資源開発施設とフルプランエリア

完成済
建設中又は

調査中

建設中または調査中

完成済

完成済

改築

フルプラン
掲上施設

河川

導
水
路

フルプラン
エリア

施設区分

ダム

堰

流域界

県境

計画の対象地域

吉野川水系における水資源開発基本
計画の対象とする地域（フルプランエ
リア）は、指定水系である吉野川水系
の流域は原則として全て対象とする。
また、流域外であっても用水路や導

水施設等により、吉野川水系から水の
供給を受ける地域も対象とする。
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４県合計

１.（２）都市用水の需要実績の点検

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s ）

推計基準年度（2015年度）から想定年度（2030年度）までの増減（年平均率）

高位 +0.4%/年 ○ 国推計値＋県個別施策（0.36m3/s：専用水道転換、埋立地への企業誘致）
+0.4%/年 ● 国推計値（家庭用水原単位の増による家庭用水の増、負荷率による増）

低位 -1.0%/年 ● 国推計値（将来人口・家庭用水原単位の減による家庭用水の減）

高位 +4.8%/年○ 国推計値＋県個別施策（1.69m3/s：地下水からの転換、工業団地への誘致）
+3.6%/年● 国推計値 （経済成長による増）

低位 +0.0%/年● 国推計値 （経済停滞による横ばい）

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s ）

推計基準年度（2015年度）から想定年度（2030年度）までの増減（年平均率）

2023年

実績 高位 低位

 フルプランエリア全域 10.20 11.56 9.21

 指定水系依存分 6.93 8.18 6.24

 他水系依存分 3.27 3.38 2.97

項目
2030年想定

2023年

実績 高位 低位

 フルプランエリア全域 8.77 15.44 8.97

 指定水系依存分 8.50 13.83 8.67

 他水系依存分 0.27 1.61 0.30

項目
2030年想定

中間点検対象期間（令和元（2019）～令和5（2023）年）の水道用水の需要実績（一日最大取水量）について
は、「おおむね横ばい傾向」となっており、高位と低位の推計値の間で推移していた。

同期間の工業用水の需要実績（一日最大取水量）については、「おおむね横ばい傾向」となっており、低位
の推計値と同水準で推移していた。
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吉野川水系フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）
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吉野川水系フルプランエリア全域の需要想定（工業用水）工業用水

水道用水



１.（３）農業用水の需要実績の点検

現行フルプランでは、吉野川水系に依存する農業用水の水量の増加は見込まれていない。

農業用水の使用状況については、築造年代が古い小規模な施設が未だ多く、使用量の正確な計測には

多大なコストと労力を要するため、全使用量を把握することが難しい。

そのため、把握が可能な国営造成施設及び水資源機構が管理する基幹的施設における取水実績を

整理した。

近年の傾向をみると、吉野川水系に依存する農業用水の取水量は、年毎に微増微減しているものの

大きな変動は見られない。

吉野川水系に依存する農業用水の年間取水実績の推移

出典：基幹的施設（国営造成施設及び（独）水資源機構が管理する施設）として吉野川北岸用水と香川用水における取水実績を基に国土交通省水資源部が作成 8



１.（４）供給可能量の点検

中間点検対象期間（令和元（2019）～令和5（2023）年）における供給可能量については、令和4年（2022
年）を除き、現行の水資源開発基本計画の供給可能量（計画値）を確保。
令和4（2022）年は、過去の主要渇水年と同程度の少雨のため中間点検期間中で最も流況が厳しくなったが、
供給可能量は1/10渇水時及び危機的な渇水時の供給可能量を上回っていた。

吉野川水系における供給可能量

水資源開発基本計画 中間点検対象期間

9※ 上図は水需給バランスに用いられる地下水等1.14m3/sを加算。

※ 供給可能量とは、その年の降雨、流況をもとにシミュレーションにより算定され、
年間を通じて供給が可能となる水量である。

早明浦ダム（吉野川）及び富郷ダム（銅山川）
上流域における年間降水量

吉野川水系における供給可能量

降水量データの出典：水資源機構
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20.0

［凡例］ 供給可能量

１．（５）水需給バランスの点検

中間点検対象期間中（令和元（2019）年～
令和5（2023）年）で最も流況の厳しかった
令和4（2022）年について、供給可能量と実

績需要量の関係を整理し、水需給バランス
を確認した。

フルプラン水系内の供給可能量と需要量を
比較し、フルプランの目標である「安定的な
水利用が可能」となっているかを点検した結
果、令和4（2022）年における水道用水、工

業用水及び都市用水の供給可能量は実績
需要量を上回る状態にあった。

※供給可能量の「その他水系」、「地下水等」は現行計画値を計上。

４県合計

４県合計

水道用水

工業用水

都市用水
水道用水＋工業用水
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１．水需給バランスの点検結果（案）

中間点検対象期間（令和元（2019）～令和5（2023）年）の水需給バランスについて、

以下のとおり確認した。

① 水資源開発基本計画において対象とする地域については、変更はなかった。

② 水道用水の需要実績値（一日最大取水量）については、「おおむね横ばい傾向」と

なっており、高位の推計値と低位の推計値の変動幅内で推移していた。

③ 工業用水の需要実績（一日最大取水量）については、「おおむね横ばい傾向」と

なっており、低位の推計値と同等の水準で推移していた。

④ 農業用水について、指定水系に依存する農業用水の取水量は、年毎に増減している

ものの大きな変動は見られなかった。

⑤ 供給可能量については、最も流況の厳しかった令和4（2022）年は現行の水資源開発

基本計画の供給可能量（計画値）を下回ったが、1/10渇水時及び危機的な渇水時の

供給可能量を上回っていた。

⑥ 令和4（2022）年においても、水道用水、工業用水ともに供給可能量が需要量実績を

上回っており、水需給バランスは確保されていた。

引き続き、水道用水及び工業用水の需要量実績及び供給可能量の推移を注視し、

水需給バランスを確認していくことが望ましい。
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２．発生した水供給リスクへの対応状況の点検
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２．（１）発生した水供給リスクへの対応状況の点検

【出典】四国地方整備局 吉野川ダム統合管理事務所HP
渇水情報 から抽出

■渇水発生状況（吉野川（本川））

■渇水発生状況（銅山川（支川））

※表中の数字は日付
節水日数には一時解除日を含む
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中間点検対象期間（令和元（2019）～令和5（2023）年）に発生した水供給リスクは以下のとおり。
渇 水 ： 取水制限は毎年発生。最も流況の厳しかった令和4（2022）年の取水制限は215

日間に及んだ。
大規模自然災害： 発生しなかった。
施設の老朽化： 令和２年５月、香川用水で漏水事故（水供給への影響は回避）が発生した。

年　　 　月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

H31(2019年)

R02(2020年)

R03(2021年)

R04(2022年)

R05(2023年)

15 12 22 9時 全面解除20

H31年春渇水

[214日間]

19 7

R02年夏渇水

[19日間]

22

R02年冬～R03夏渇水

9 22

23 28 1112

[203日間]

26 2 10 2

21 19 14時 全面解除

R03年冬～R04夏渇水

[298日間]

2 23 8 8

2 9 10

R04年～R05冬渇水

[164日間]

11 10 2

年　　 　月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

H31(2019年)

R02(2020年)

R03(2021年)

R04(2022年)

R05(2023年)

10

25 2521 2728

[65日間]

14
R03年夏渇水

2021 9 11

[29日間]

18 1920272

1314 5 2 5 7 2021 1 3 6 8 20

R03年冬～R04夏渇水

[215日間

14

7

R05春渇水

[28日間]

8 13

R06春渇水
[35日間]

H31年春渇水



※池田ダム地点からの取水制限率：新規50%、未利用100%

※

２．（２）発生した水供給リスクへの対応状況（渇水）の点検

R4 （2022）年度の渇水：降水量と取水制限

吉野川上流域の１月から８月の総降水量は平年値の６割に満たず、早明浦ダムの
利水確保量が枯渇した平成17年以来、降水量が２番目に少ない少雨となった。
早明浦ダム管理開始（昭和50年）以来最長となる215日間に及ぶ
取水制限が実施された。（取水制限の期間：2月18日～9月20日）
渇水対応タイムラインを活用し、節水の呼びかけを適宜実施。
対策の調整のため関係機関による協議会を開催し、連携強化を図った。

池田地点上流域の降水量の平年値との比較（令和4年1月～8月）

吉野川水系渇水対応タイムライン（R3年1月28日策定）から抜粋

■吉野川の渇水対応

出典：記者発表資料「令和４年冬～夏渇水 早明浦ダムと取水制限の
効果について」（R4年10月25日、吉野川水利用協議会 事務局）

・「銅山川（富郷ダム・柳瀬ダム・新宮ダム）の渇水調整について」
（R4年9月29日 銅山川渇水調整協議会 事務局 ）

・四国地方整備局ホームページ

■SNSを用いた広報（四国地方整備局）

■銅山川の渇水対応

●協議会等の開催
R4. 1.27 令和3年度 第2回 銅山川渇水調整協議会
R4. 2. 9 令和3年度 第3回 銅山川渇水調整協議会
R4. 2.24 令和3年度 第4回 銅山川渇水調整協議会
R4. 4.27 令和4年度 第1回 銅山川渇水調整協議会

●取水制限等
R3.11.26から 自主節水 （工水10％カット）
R4. 1.28から 第１次取水制限 （工水20％カット）
R4. 2.10から 第２次取水制限 （工水25％カット）
R4. 2.28から 第３次取水制限

（工水30％、上水5％カット）
R4. 6.21から 第４次取水制限

（工水35％、上水10％、農水5％カット）
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２．（２）発生した水供給リスクへの対応状況（渇水）の点検

R4 （2022）年度の渇水：早明浦ダムの補給と取水制限の効果
早明浦ダムの貯水率は、少雨と池田地点（利水基準点）に向けた補給のため減少し、吉野川水系水利用連
絡協議会で決められた貯水率50％程度に減少したことから2月18日から取水制限を実施した。
仮に、取水制限を実施しなかった場合、早明浦ダムが枯渇し補給ができない危機的な状況であった。
取水制限と早明浦ダムの補給（約1.5億m3）により、池田地点で必要な流量を安定的に確保し、水利用面で
の社会的影響を回避した。

出典：記者発表資料「令和４年冬～夏渇水 早明浦ダムと取水制限の効果について」
（R4.10.25、吉野川水利用協議会 事務局）

吉野川流域図及び香川用水位置図

池田地点の自然流量と早明浦ダムからの補給量 15

池田地点
利水確保量
（期別で変動）



令和2年5月13日、香川用水高瀬支線水路の宮川サイホンの継ぎ目からの漏水事故が発生した。
当該支線水路は造成後約50年が経過し、老朽化による漏水事故が増加していた。
水資源機構では、「漏水事故対応マニュアル（案）」に沿って、通常時の高瀬支線水路の通水系統を停止し、
水道用水は緊急的に香川用水調整池（宝山湖）を経由する通水系統に切替えることで、水道利水者への影響を回避した。
応急復旧工事により5月16日には通常通水を再開。緊急対策事業は令和2年に着手し、令和7年3月に完成した。

２．（２）発生した水供給リスクへの対応状況（施設の老朽化）の点検

香川用水高瀬支線水路における漏水発生時の対応状況

【出典】

・吉野川水系における水資源開発施設の大規模自然災害及び施設の老朽化への対応について
説明資料（H30年12月、国土交通省水資源部）

・記者発表資料「香川用水施設緊急対策事業今秋から工事が本格化」 （R3.9.10、水資源機構）

香川用水施設緊急対策事業漏水事故の状況

【出典】

・記者発表資料「香川用水施設緊急対策事業 完了報告会」を開催します（R7.1.30、水資源機構）

・第４期中期目標期間に係る業務実績報告書（R4年6月、水資源機構）
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２．発生した水供給リスクへの対応状況の点検結果（案）

中間点検対象期間（令和元（2019）～令和5（2023）年）に発生した水供給リスクについて、
以下のとおり確認した。

① 最も流況の厳しかった令和4（2022）年の渇水では、渇水対応タイムラインに基づき、

協議会において関係機関と調整・連携し、節水啓発、渇水情報の提供、取水制限等
を実施した。その他の渇水についても、同様に対応し、利水者への影響の軽減を
図った。

② 大規模自然災害については、点検期間中、発生しなかった。

③ 施設の老朽化によって、令和2（2020）年に香川用水において漏水事故が発生した。

水資源機構では、漏水事故対応マニュアルに沿って、水道用水について緊急的に

通水系統を切替えることで、水道利水者への影響を回避した。

以上のとおり、発生した水供給リスクに対して適切な対応が図られている。今後も、

老朽化対策について計画的に進めていくとともに、渇水対応タイムライン等を活用し、

関係機関との連携の下、状況に応じた対応を継続することが重要である。
17



３．ハード対策とソフト対策の一体的な推進状況の点検
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（１）ハード対策（掲上事業）の進捗の点検

ハード対策として、吉野川フルプランに掲上されていた「吉野川下流域用水事業」ついては、予定工期である
令和7(2025)年度に完了した。

国営吉野川下流域農地防災事業（現在の吉野川下流域用水事業）では、多数の従前の取水施設を吉野川
本川の２箇所（柿原取水口、第十取水口）に統合した。

本事業の実施により、農業用水の水質改善を図るとともに、農業水利施設の機能回復、安定的に
農業用水を確保することで、農業生産性の向上及び農業経営の安定化を図ります。

吉野川下流域用水事業

■事業の沿革

平成２年 農林水産省において全体実施設計

平成３年 国営総合農地防災事業「吉野川下流域地区」事業着手

平成16年 第1回事業計画変更確定（受益面積及び総事業費の変更）

平成26年 柿原取水口 取水開始

令和５年 「吉野川下流域用水事業」として（独）水資源機構へ承継

令和7年度 第十取水口 取水開始、旧吉野川揚水機場 供用開始

「吉野川下流域用水事業」建設工事完了

【出典】吉野川下流域用水完工式パンフレット（水資源機構 吉野川下流総合管理所） 19



（１）ハード対策（包括掲上事業）の進捗状況の点検

吉野川フルプランでは、既存施設を包括的に表形式で掲上し、施設の老朽化、耐震化対策等を機動的に実施
している。これらの施設は、水の供給エリア、供給量等を変えない事業のみを実施している（包括掲上事業）。
「早明浦ダム」については、治水機能の向上のため「早明浦ダム再生事業」を実施中である。

【出典】

吉野川水系河川整備計画 進捗状況報告

（R7年11月13日、四国地整）
早明浦ダム再生事業の進捗状況

（R8年9月、水資源機構）

早明浦ダム再生事業

※ダム堤体を削孔す
る放流管の増設にあ
たっては、上流仮締
切設備を設置し、通
常のダム運用（利水
補給）への影響を及
ぼさないよう施工中。

20

※洪水調節容量の増大
現状の利水安全度を確保（農業用水の必
要な時期の変化に伴って、利水容量を縮
減）しつつ利水容量の一部から洪水調節
容量に振り替え（R4年7月1日より実施）



（１）ハード対策（包括掲上事業）の進捗状況の点検

■事業の目的 香川用水施設の従前の機能を回復するとともに、大規模地震に対する
耐震性能を確保し、農業用水、水道用水及び工業用水の安定供給並びに安全な
施設管理を図るため、施設の改築を行うものである。

■予定工期 令和８年度から令和２５年度まで（１８年間）
■総事業費 約２４０億円

【出典】水資源機構吉野川上流総合管理所ホームページ

香川用水施設改築事業旧吉野川河口堰等大規模地震対策事業

■事業の目的
旧吉野川河口堰及び今切川河口堰について、

大規模地震に対する耐震性能を確保し、洪水の
疎通機能の確保、従前の農業用水の取水等
流水の正常な機能の維持並びに水道用水及び
工業用水の取水を可能とするとともに安全な
施設管理を図る。
■事業内容

門柱及び護岸等の耐震性能を確保し、
大規模地震に対する施設機能の向上

■事業工期
令和5年度から令和13年度までの予定

【出典】水資源機構吉野川下流総合管理所ホームページ

「旧吉野川河口堰」及び「今切川河口堰」については、耐震対策等のため「旧吉野川河口堰等大規模地震対
策事業」を実施中である。
「香川用水施設」については、老朽化対策及び耐震対策のため「香川用水施設改築事業」を実施中である。
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（２） 水供給の安全度を確保するための対策

節水型社会の構築

節水協力依頼、渇水に対する農作物等管理対策のパンフレット
（出典：徳島県ホームページ）

地下水の保全と利用

○一定規模以上の揚水施設の届出を義務付け
・地下水の過剰採取は塩水化等のおそれがあることから、「徳島県生

活環境保全条例」（平成17年制定）、「香川県生活環境の保全に関す
る条例」（平成21年改正）に基づき、一定規模以上の揚水施設届出を
義務付け。

○地下水利用対策協議会

・徳島県では「吉野川下流地域地下水利用対策協議会」（S44年設立）、
香川県では「香川中央地域地下水利用協議会」（S57年設立）により、揚
水量の自主規制等を行い、地下水の適正かつ合理的な利用を促進。

○地下水に関するガイドライン等の策定

○節水に関する協力要請、効果的な啓発

○節水型街づくりの推進
・香川県では県と市町で「節水型街づくり推進協議会」を設置し、節水

型街づくりを推進。協議会では、節水展の開催、小学4年生を対象に
した節水副読本を配布。令和７年の8/1～8/7には、水の週間にあわ
せた家庭での節水活動（毎年実施）を実践（節水チャレンジ）

・各関係機関に対して節水対策の協力を
要請、節水機器の設置、公共施設等で
の音声放送、SNS等を用いた啓発活動
を実施。

・地下水マネジメントの手順書（令和元年8月、内閣官房
水循環政策本部事務局）

・「地下水保全」ガイドライン（令和3年3月改訂 環境省）
・災害時地下水利用ガイドライン（令和7年12月改訂、内

閣官房水循環政策本部事務局、国交省水資源部）
・非常時地下水利用指針（案）（令和7年3月改訂）

副読本（出典：香川県ホームページ）

水利用の合理化

○用途間の転用の推進

SNS等による節水呼びかけ
（右例：徳島県）

徳島県ではR3以降、毎年節
水等の呼びかけを行っている。
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需要面からの対策

供給面からの対策

水供給の安全度を高める対策として、需要面・供給面からの対策を推進。
節水型社会の構築に向けた節水啓発活動（需要面）、適切な地下水の保全と利用に向けた取り組み（供給
面）などを実施。

・ 水資源の有効利用の観点から、社会経済状況等の変化等によって用

途毎の需給にアンバランスが生じた場合には転用を検討するものとなっ
ているが、用途毎の需給にアンバランスは生じておらず、転用の取り組
みは無かった。



（２） 水供給の安全度を確保するための対策

○雑用水利用の推進

・香川県では一定規模（延べ面積 1万㎡）以上の建築物には、香川県雑
用水利用促進指導要綱に基づき雑用水利用設備の設置を指導。

・雑用水利用施設を設置した建物に対して、「節水型街づくりモデル建
築物」のプレートを贈呈

・令和８年３月時点で計38件にプレート贈呈を公表。
（点検期間中の贈呈施設）

令和6年12月3日 新香川県立体育館
令和2年 4月14日 高松赤十字病院本館北タワー
令和元年12月25日 高松サンポート合同庁舎

○雨水利用の促進

・愛媛県（四国中央市）では公共施設において雨水再生水の利用によ
る節水の取組として市役所新庁舎に雨水貯留槽を設置。（平成30年
9月完成）

雑用水利用のイメージ 「節水型街づくりモデル建築物」のプレート

出典：愛媛県四国中央市ホームページ「四国中央市新庁舎が完成」

出典：香川県ホームページ 雑用水利用の推進について

雨水利用事例集
（令和７年３月）

雨水の利用の推進に
関するガイドライン（令和７年３月改訂）

・雨水法に基づく都道府
県方針及び市町村計
画の策定のため、地
方公共団体等におけ
る実務担当者向けの
ガイドラインを作成（国
土交通省）

雨水・再生水の利用の促進
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供給面からの対策

供給面からの対策として、公共施設における雨水再生水の利用や建築物への雑用水利用設備の設置促進
を図るなど、雨水・再生水の利用を促進。



（３）危機時において必要な水を確保するための対策

〇代替水源としての地下水の利用

高知県（高知市）では、渇水、水質事故により、基幹水源（表流水、伏流
水）の取水制限時の使用を目的に、地下水源(浅井戸)を予備水源に位置
づけ。令和元年以前から簡易膜ろ過装置を導入している。

・地下予備水源を確保・活用

R4 （2022）年度の渇水
・水資源機構では、香川県からの要
請により吉野川の第三次取水制限
の実施に伴い、7/2～7/5の間、香
川用水調整池から香川用水へ取
水を実施。

・総量約12万m3（0.452m3/s）を補給。

〇応急給水の体制整備

〇渇水時の用水補給施設等の効果的な運用

出典：かがわの水道（香川県広域水道企業団、2024（令和6）年3月一部改訂）
出典：記者発表資料 香川用水調整池（宝山湖）からの取水について（水資源機構、令和4年6月30日）

出典：高知県提供資料

危機時の対策として、用水補給施設の柔軟な運用、代替水源としての地下水利用、給水車配備などによる応
急給水体制の整備等の取り組みを実施。

危機時に備えた事前の対策／危機時における柔軟な対応

香川県では主要な水道施設を「応急給水
拠点」として、公共施設等に整備している。

徳島県では、令和８年に給水車１台の追
加配備を予定（13台配備）。併せて復旧用
資機材の備蓄も追加する計画。
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（３）危機時において必要な水を確保するための対策

〇渇水対応タイムラインの策定（令和３年１月）
・渇水の発生に備え、あらかじめ、渇水の進行状況に応じて関係者が取り

組むべき対策等を時系列で整理した「渇水対応タイムライン」を策定。

〇災害等に備えた準備・対応

・渇水対応タイムラインに基づき、
協議会の開催し対策の調整を図
るなど、関係機関の連携強化の
もと渇水対応の実務に活用。

※令和４年渇水における
タイムラインの活用

・災害時相互応援協定や支援協定の締結

復旧対応に必要な配管材や補修材等の資材及び発電機やポンプ等の機材
を配備している。

資材の備蓄状況（鋼管、継手補強材、ブルーシート等）

・復旧用資機材の備蓄

大規模自然災害に備えて、設備操作訓練、備蓄資機材を活用した等の訓練
を実施。

可搬式浄水装置・ポンプ車等の操作訓練状況（水資源機構）

・災害時に備えた訓練の実施

四国４県における工業用水道被災時の相互応援に関する協定

地震、津波発生後に早期の工業用水道の復旧をはかることを目的として、
機材、資材の相互応援に関する協定を締結。（平成22年（2010年）2月）

吉野川水系では令和３年に渇水対応タイムラインを策定。令和４年の渇水時に活用。災害に備え、災害時相
互応援協定の締結、復旧用資材の備蓄、設備操作訓練等を実施。
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危機時に備えた事前の対策／危機時における柔軟な対応

吉野川の水系総括 渇水対応タイムライン



○水道の耐震化計画の策定を促進

（３）危機時において必要な水を確保するための対策

・工業用水道施設 更新・耐震・アセットマネジメント指針 （令和7年3月、経産省）

○工業用水道における耐震・アセットマネジメントの推進

○渇水・地震・事故に関する危機管理マニュアルの策定
・渇水対策マニュアル策定指針（令和2年7月改訂、国土交通省）

・地震対策マニュアル策定指針（令和8年3月、国土交通省）出典：国土交通省HP 能登半島地震を踏まえた上下水道の主要施策リスト

大規模地震に備え、上下水道施設について耐震化計画を策定し、施設の耐震化を計画的に推進。
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危機時に備えた事前の対策／危機時における柔軟な対応

出典：国土交通省ホームページ 上下水道施設の耐震化状況（令和６年度末時点）

【四国4県の耐震化率】 重要施設に接続さ
れている配水管

取水施設 導水管 浄水施設 送水管 配水池

徳島県 37% 34% 9% 28% 34% 43%

香川県 31% 68% 35% 61% 41% 66%

愛媛県 37% 29% 30% 70% 33% 80%

高知県 49% 47% 31% 61% 40% 82%



水文化、水資源の大切さ等の教育・普及

・徳島県では、将来の渇水リスクの増大に、県を挙げて取り組むため、利水サ
ポート団体として認定を受けた企業、学校等と、国や県などの行政機関との
連携のもとで、節水・渇水対策を推進。

・令和８年３月時点において18団体を登録済。

利水サポート団体の取組活動

利水サポート団体制度

（４）水源地域対策、教育・普及等

水源地域の振興

水源地域との交流促進

吉野川水源地域対策基金による助成事業

・香川県では、県内の中学生の早明浦ダムなどの香川用水関連施設の見学
経費の一部を助成する事業を実施。（R4、R5、R8制度見直し）
・四国地整では、かわまちづくり制度活用（早明浦ダム周辺地区、R7年～）

・吉野川水系における上下流地域の相互理解の増進と交流促進を目的とし
て行う事業に対する助成事業等

・早明浦ダム及び池田ダムにおける水源地域の振興と活性化のための施
設整備等に対する助成事業等

出典：徳島県ホームページ

水文化、水資源の大切さ等の教育・普及について、徳島県では利水サポート団体の認定を通じて、節水・渇水対策を推進していた。

水源地域の振興のため、香川県では中学生による用水施設の見学等を実施しており、また吉野川水源地域対策基金により上下流交流
のための事業に対して助成している。
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利水サポート団体の概要

とくしま流域水管理計画

リバーアドプト制度の仕組み

・ 平成29年4月から施行された
「徳島県治水及び利水等流域における水管理条例」
に基づき、県民、学識経験者、行政関係者などからなる
「未来へ紡ぐOUR（あわ）の水会議」で議論を重ね策定。

・ 徳島県全域における「総合的な水管理」の
30年後の将来像を描き、それを具体化するための
施策（治水、利水、水循環及び環境、災害対応、
水教育の5本柱）を盛り込んだ総合的な計画。

(リバーアドプト
＝縁組

徳島県
サインボード設置

保険の加入
清掃道具等の提供

団体・企業=里親
活動区域を定め
清掃美化活動
（年3回以上）

登録

発展

かわ普請

・花壇の設置
・植栽
・ベンチ
・簡易な施設修理



３．ハード対策とソフト対策の一体的な推進状況の点検結果（案）

中間点検対象期間（令和元（2019）～令和5（2023）年）における

ハード対策とソフト対策の一体的な推進状況について、以下のとおり確認した。

① ハード対策については、「吉野川下流域用水事業」が令和7(2025)年度に完了した。

その他、包括掲上事業として「早明浦ダム」、「旧吉野川河口堰」 、「今切川河口堰」

「香川用水施設」を実施中である。

② 上記のハード対策と合わせて以下の分野のソフト対策を一体的に推進した。

・水供給の安全度を確保するための対策

・危機時において必要な水を確保するための対策

・水源地域対策、教育・普及等

以上のように、ハード対策とソフト対策について一体的に推進されており、引き続き、関係

主体が連携し、各対策を着実に推進していくことが望まれる。
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４．中間点検の全体評価
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４．中間点検の全体評価（案）

○全体評価

吉野川水系における水資源開発基本計画は、リスク管理型の水の安定供給を目指す計画（リスク管

理型フルプラン）として、全国の水系に先駆けて全部変更が行われた。

今回の中間点検は、以下のとおり確認した。

・水需給バランスについては、期間中で最も流況の厳しかった令和4年（2022年）においても、水道

及び工業用水とも確保されていた。

・渇水や施設の老朽化に起因する事故等、発生した水供給リスクに対し、関係主体により必要な対

応が実施されていた。

・ハード対策とソフト対策の一体的な推進については、水の安定供給の確保、危機時への対策、水

源地域対策、教育・普及等の取り組みが、河川管理者、施設管理者等の各主体により着実に対応

されていた。

以上のとおり、点検対象期間においては、水需給バランスが確保されるとともに、水供給リスクへの対

応及びハード・ソフト両面の取組が進められていたことを確認した。引き続き、本計画に基づく各施策の

推進を図る必要がある。

○計画の全部変更、一部変更等の実施の必要性

水需給バランスは、現行のフルプランの想定の範囲内で推移していることから、計画の全部変更を行

う必要性は認められない。

一方で、「２ 供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関する基本的な事項」に位置づけられ

ている「吉野川下流域用水事業」が完了したことから、一部変更を実施する必要がある。
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